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障害者基本法における障害者の定義も、何らかの障害があろため継統的に日  

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者としており、支援の必要性のみに  

よって対象者を定めていない。   

訓練等給付や自立支援医療などについては、障害程度区分のような客観的な  

ニーズ判定手法がなく、誰を対象とするのか、市町村において適切に判断する  
ことは困難である。  

○ これらの意見を踏まえ、どのように考えるか。   

○ 吏幽   

とから、今後引き続き検討を進める必要が岬  

○ 発達障害及び高次脳機能障害について、障害者自立支援法上のサ鵬ビスをより受   

けやすくするために、障害者自立支援法上の障害者に含まれることを何らかの形で   

明確化する必要がある。   

○ この際、特に発達障害については、発達障害者支援法が整備され、発達障害者の   
定義規定も置かれていることを踏まえ検討すべき。   

※ 障害者自立支援法の対象者を支援の必要性によって判断することについては、上   

記（障害者の範囲についての基本的考え方）で検討。  
○ 一九難病を身体障害者福祉法上の身体障害に含めることについては、そもそも   

身体障害の認定について、身体機能に肘定以上の障害が存在していることや、その   

障害が固定又は永続していることなど、これまで一定の考え方に基づいて行ってき   

ているところであり、難病を身体障害に含めることは慎重に検討すべき。  

（発達障害及び高次脳機能障害  

の障害者自立支援法における  

位置付け）  

（難病を身体障害に含めること  

について）  
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（身体障害者と手帳との関係）  ○ 身体障害者について、身体障害者手帳を所持しなくても、身体障害者福祉法別表   

に該当することが確認できれば、障害者自立支援法のサービスの対象とすべきとの   

考え方があるが、これを行うこととした場合、市町村窓口における判断業務の困難   

性や身体障害者手帳が障害者自立支援法以外の各種公共サービスの割引等に広く   

活用されている実態を踏まえると、様々な混乱が懸念されることから、慎重な検討   

が必要である。  

○ 現在、知的障害者に係る定義規定はなく、自治体ごとに取り扱いが異なるため、   

統一した定義規定、認定基準を置くべきではないかという指摘があるが、従来の制   

度の運用への影響に対しても配慮しつつ、知的障害者の判定方法等について十分な   

知見を収集した上で引き続き検討を行う必要がある。  

（知的障害者の定義規定に？い  

て）  

25   



26   



今後とも必要なサービス量の拡大が予想される中、国・都道府県・市町村と   

ともに利用者本人も応分の負担を行うことで障害者制度の安定的な運営のた   

めに皆で支え合うことができる   

利用者が事業者にサービスに係る費用を支払うことにより、利用者と事業者   

が対等な関係に立つことができる   

所得に応じた軽減措置を講じることにより、実質的に応能負担の要素も取り   

入れることができる  

という特徴がある。  

○ これらを踏まえ、利用者負担の在り方について、どのように考えるか。  

（平成21年4月以降における  

利用者負担の在り方）  

○ 現行の特別対策等による利用者負担の軽減措置は、平成21年3月未までの措置   

とされているが、平成21年4月以降につ・いても、更に継統して実施すべき。  

○ 自立支援医療のうち育成医療については、他と比べ中間所得層の割合が大きくな   

っているが、ほとんどがいわゆる「重度かつ継続」の対象となっておらず負担軽減   

の対象となっていないことから、更なる負担軽減について検討すべき。  

○ 利用者負担を合算レて軽減する制度について、現在合算対象となっていない補装   

具の自己負担七障害福祉サービスの自己負担の合算制度について検討すべき。  

○ また、自立支援医療の自己負担との合算制度については、自立支援医療と他の医   

療費等の自己負担と合算した上での償還制度が既にあることから、既存制度との関   

係や、医療制度との実施主体や世帯の考え方の違い等の整理を含め、今後更に検討   

していくことが必要。  
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（Ⅶ）個別論点  

① サービス体系  【基本的考え方】  

○ 障害者自立支援法では、3障害の一元化や実施主体の市町村への一元化、利用   

者本位のサービス体系への再編、就労支援の強化、支給決定の透明化・明確化な   

どの仕組みを導入。これらの利点を活かしつつ、必要な見直しを実施する。  

（サービス体系の在り方）  ○ 障害者自立支援法では、利用者がサービスを選択し、多様なサービスを組み合わ   

せて利用することができるよう、「日払い方式」や、「日中と夜間」に分けたサービ   

ス体系としている。  

【更に検討すべき点】  

○凍「月払い⊥仁黍すづき、あ   

るいは一部を月払いにすべきとの意見がある。  

・㈲㌧事業の襲定的な運営が難しくな  

皇且＿  

・凋確認等の業務を行っている  

場合がある 

日払い方式になって報酬の請求事務が煩雑になっている。  

○ 他方、利用者のサービス選択等の観点から、「日払い」「昼夜分離」を維持すべ  
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きとの意見がある。  

∴ 

⊥ 

∴ 
席や、祷澗支援の評価を含め、閲  

どのように考えるか。  ○ これらの意見を踏まネ  

班抜身し、ときや、利愚老ぜ  
複数の日中活動サービスを利用したときに、や盟  旦更払うこと醸L   O凍通   
よう、報酬改定等におし噛＿  ト

 
 
 

4
 
 

○ 生活面での自立や一般就労への移行など、明確な目的意識を持って一定期間で   
効果的・効率的に訓練を行い、サービスの利用期間の長期化を回避する観点から、   
今後も標準利用期間（自立訓練‥1年6か月間～3年間、就労移行支援‥2年間）   
を設けるという原則は維持しつつ、必要な見直しを行うべきではないか0   

0 宿泊型自立訓練については、標準利用期間が更に短く原則1年間とされている   
が、1年間では短いという意見があり、見直しを行うべきではないか。  

（標準利用期間）  

○ 障害者自立支援法の施行に伴い、旧法に基づく施設については平成2祈年3月  （新体系への移行の促進）  

平成20年4月1   末までに新体系に基づく事業に移行することとされているが、  
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地域生活支援事  【基本的考え方】  

○ 地域生活支援事業の充実を図るため、必要な見直しを行うとともに、その叫部   

について自立支援給付とすることについて検討する。  

（地域生活支援事業の対象事業）  ○ 地域生活支援事業は、全国一律の基準や利用料で障害者個人に対して給付を行う   

自立支援給付とは異なり、各自治体が地域の特性や利用者の状況に応じて、サービ  

l  ス形態や利用方法等を柔軟に設定するものであり、その事業量が着実に増加してい   
る。  

今後とも、持続可能な制度を維持するとともに、更に全国的な均てん化を図りつ   

つ、その充実のための方策を検討すべき。  

【更に検討すべき点】  

○ 地域生活支援事業はその実施形態等が各地方自治体の判断にゆだねられてい   

ることが地域間梅差を生む原因となっており、各自治体が柔軟に実施すべきもの   

ではなく、全国一律の基準により、個人に対して給付される必要性が高いものに   

ついては、自立支援給付とすることについて検討すべきではないか。   

移動支援について、地域生活支援事業で行われているもののほか、重度の肢  

体不自由者については「重度訪問介護」として、重度の知的障害者及び精神障  

害者については「行動援護」として、自立支援給付とされていることを踏まえ、  

どのように  えるか。  
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日中一時支援事業は、障害者や学齢期における障害児の支援策として行われ  
ているが、学齢期の放課後や夏休み等における障害児への支援策として、子ど  
もの発達に必要な訓練や指導など療育的な事業を実施するものについては、自  

立支援給付とすることを検討してはどうか。（「障害児支援」参照）  

相談支援事業について、現行の「居住サポート事業」の実施市町村数は約‘1  

割であり、地域生活への支援の充実の観点から、こうした入居支援や緊急時の  
サポートについて、自立支援給付とすることを検討してはどうか。（「地域での  

生活の支援」参照）  

一方で、自立支援給付については、全国一律の基準によるサービスの提供、  
個人単位でのサービス利用、州定の利用者負担という制約があり、各地方自治  
体が地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に事業を実施できるという地域  

生活支援事業の利点もあるのではないか。  

○ 地域生活支援事業についての庖の補助金は統合補助金となっており、現在、各地   
方自治体の人口割りと事業実績害川を勘案して配分している。   

引き続き、補助に必要な財源の確保に努めるとともに、配分に当たって、地域の   
個別事情や地域生活支援事業として重点的に取り組む施策に配慮して配分するな   

どの工夫について検討すべき。   

○ 小規模作業所について、サービスの質の向上及び事業の安定的な運営を図る観点   
から、法定事業への移行を促進しており、「特別対策」や「緊急措置」においても  

（地域生活支援事業の費用負担  

の在り方）  

（小規模作業所の移行促進）  

移行促進 

法定事業への移行促進に引き続き取り組むと  ともに、施設規模の小さい作業所や  
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【基本的考え方】  

○ 障害福祉計画に基づき、各地域において計画的にサービス基盤の整備を進める   

とともに、障害者福祉を担う人材の確保や、中山間地等におけるサ岬ビスの確保   

に取り組む。  

（人材の確保と資質の向上）  ○ 障害者福祉を担う人材の確保を図るため、平成19年8月に定められた福祉人材   

確保指針に基づき、労働環境の整備の推進や、キャリアパスに対応した研修体系等   

キャリアアップの仕組みの構築、福祉・介護サービスの周知・理解、潜在的有資格   

者等の参入の促進、多様な人材の参入・参画の促進等のための取組を進めていくべ   

き。  

○ キャリアと能力に見合う給与体系、適切な給与水準を確保するために、適切な報   

酬を設定すべき。また、専門性の高い人材の評価のあり方を検討すべき。  

○ 障害者自立支援法では、身近なところでサ岬ビス利用ができるよう、種々の規制   

緩和や多機能型事業所の特例など、小規模な市町村でもサービス確保に取り組むこ   

とが可能となるようにしている。また、介護保険サ脚ビス事業者が障害者にサー鵬ビ   

スを提供した場合も、基準該当障害福祉サービスや特区制度の活矧こより、障害者   

自立支援法からの給付費が支給されるようにしている。  

引き続き、これらの制度について積極的な活用を図るべき。  

（中山間地等におけるサーービス  

確保の在り方）  
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